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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期
第３四半期
連結累計期間

第22期
第３四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自　2022年１月１日
至　2022年９月30日

自　2023年１月１日
至　2023年９月30日

自　2022年１月１日
至　2022年12月31日

売上高 （千円） 42,275,690 42,940,159 56,227,936

経常利益 （千円） 2,147,445 1,964,729 2,401,791

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,429,855 1,328,632 1,590,053

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,429,855 1,328,632 1,590,053

純資産額 （千円） 7,446,640 8,154,586 7,603,065

総資産額 （千円） 17,478,293 17,493,167 17,975,648

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 81.18 75.15 90.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.6 46.6 42.3

 

回次
第21期
第３四半期
連結会計期間

第22期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2022年７月１日
至　2022年９月30日

自　2023年７月１日
至　2023年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 25.41 24.17

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．１株当たり四半期（当期）純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式については、株式会社日本

カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式を控除対象の自己株式に含めて算出しております。

３．第21期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

第21期及び第22期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況の分析

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩和され、社会

活動の正常化が進む中、個人消費や企業の設備投資に持ち直しの動きが見られ、緩やかな回復傾向が継続いたしま

した。しかしながら、長期化するロシア・ウクライナ情勢、各種製品・サービスの価格上昇、海外景気の下振れや

為替の変動など景気を下押しするリスクに注視が必要な状況が続いております。

　このような状況のもと当社グループは、2021年からの５ヵ年を対象とする中期経営計画として策定した「ＪＰＭ

Ｃ２０２５」のもと、「コロナ禍における運用戸数の拡大」と「Back to normal における収益性改善」を基本戦

略として事業を推進してまいりました。

　当社グループのコア事業であるプロパティマネジメント事業の収益向上に向けては、運用戸数の増加が不可欠と

なりますが、滞納保証事業や保険事業、リフォーム事業等を併せ持つ当社グループの強みが、１戸当たりの収益性

をさらに高め、付加価値向上と成長の加速を実現させていくための原動力となります。

　そのための基盤作りとして、物件により得られるストック収益を拡大すべく、運用戸数の増加に重点をおいて事

業を推進するとともに、オーナーへのサービスラインナップの拡充を目的として、2020年８月に設立した株式会社

ＪＰＭＣワークス＆サプライによるリフォーム・リニューアル・リノベーション事業を強化しました。賃貸マン

ション・アパートの経営代行とリフォームを組み合わせた「スーパーリユース」は、既存物件の躯体を活かし物件

を再生することで、オーナーの経済的な負担を少なく、かつ、スクラップ＆ビルドに比べCO2排出を削減できると

いう持続可能な賃貸経営の提供を企図したサステナブルなビジネスモデルであり、ストック＆フローの事業として

今後も成長を見込んでおります。また、経営基盤強化のため、採用の強化など、人的資本への投資を引き続き行い

ました。運用戸数増加へ向けた体制を整備することは、当社の経営課題である持続的な成長のための事業基盤の強

化の実現に寄与するものと考えております。

　物件運用により得られるストック収益を拡大し、持続的かつ安定した成長を実現させるため、当社グループの

パーパスである「住む論理の追求」のもとに全社一丸となって事業を推進しました。

 

ａ．財政状態

　当第３四半期連結会計期間末の総資産につきましては、前期末比482百万円減少し17,493百万円となりました。

これは主に、有形固定資産が607百万円増加した一方、現金及び預金が1,008百万円減少したことによるものであり

ます。

　負債につきましては、前期末比1,034百万円減少し9,338百万円となりました。これは主に、長期借入金が476百

万円、未払法人税等が442百万円減少したことによるものであります。

　純資産につきましては、前期末比551百万円増加し8,154百万円となりました。これは主に、親会社株主に帰属す

る四半期純利益により1,328百万円が増加した一方、配当金の支払により878百万円が減少したことによるものであ

ります。

 

ｂ．経営成績

　当第３四半期連結累計期間の売上高42,940百万円（前年同四半期比1.6％増）、営業利益1,958百万円（同8.3％

減）、経常利益1,964百万円（同8.5％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益1,328百万円（同7.1％減）となり

ました。
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　売上区分別の状況は、次のとおりであります。

 

（プロパティマネジメント収入）

　プロパティマネジメント収入につきましては、新型コロナウイルス感染症からの社会経済活動の正常化が進みつ

つある中で、受注・受託の獲得に注力いたしました。また、プロパティマネジメント事業の収益性の改善に取り組

んでまいりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間におきまして、運用戸数は109,796戸（前期末比3,092戸増）となり、プロ

パティマネジメント収入は39,741百万円（前年同四半期比0.8％増）となりました。

 

（ＰＭ付帯事業収入）

　ＰＭ付帯事業収入につきましては、滞納保証事業及び保険事業が順調に推移しました。

　この結果、ＰＭ付帯事業収入は1,933百万円（前年同四半期比6.2％増）となりました。

 

（その他の収入）

　その他の収入につきましては、リフォーム事業が順調に推移しました。

　この結果、その他の収入は1,265百万円（前年同四半期比21.8％増）となりました。

 

（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 53,280,000

計 53,280,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,025,600 19,025,600
東京証券取引所

（プライム市場）

完全議決権株式であ

ります。なお、権利

内容に何ら限定のな

い当社における標準

となる株式であり、

単元株式数は100株

であります。

計 19,025,600 19,025,600 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2023年７月１日～
2023年９月30日

－ 19,025,600 － 465,803 － 365,757

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(2023年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,243,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,756,400 177,564
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式 25,300 － －

発行済株式総数  19,025,600 － －

総株主の議決権  － 177,564 －

（注）１.「完全議決権株式（その他）」の普通株式には「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として、株式会社日本

カストディ銀行(信託E口)が所有している当社株式69,888株が含まれております。なお、株式会社日本カスト

ディ銀行(信託E口)が所有している当社株式は、四半期連結財務諸表において自己株式として表示しておりま

す。

２.「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式72株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ＪＰＭＣ

東京都千代田区丸の内

三丁目４－２
1,243,900 － 1,243,900 6.54

計 － 1,243,900 － 1,243,900 6.54

（注）１．上記のほか、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有

している当社株式69,888株を四半期連結財務諸表において自己株式として表示しております。

２．自己株式は、2023年４月14日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、29,793株減少

しております。また、2023年６月29日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、

37,294株減少しております。

３．当第３四半期会計期間において1,271株の譲渡制限付株式の無償取得を実施し、当第３四半期会計期間末日

現在の当社所有の自己株式数は1,245,243株であります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2022年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,424,073 6,415,638

売掛金 497,560 652,326

営業貸付金 2,333,035 2,182,483

その他 1,138,173 1,018,631

貸倒引当金 △122,836 △123,377

流動資産合計 11,270,005 10,145,702

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,482,600 3,866,935

減価償却累計額 △1,827,123 △1,900,820

建物（純額） 1,655,476 1,966,114

土地 3,476,775 3,695,348

その他 129,735 214,318

減価償却累計額 △77,052 △82,876

その他（純額） 52,682 131,441

有形固定資産合計 5,184,934 5,792,905

無形固定資産   

のれん 110,574 102,895

その他 30,245 67,944

無形固定資産合計 140,819 170,840

投資その他の資産   

繰延税金資産 400,239 327,571

その他 1,263,287 1,350,992

貸倒引当金 △283,638 △294,844

投資その他の資産合計 1,379,888 1,383,720

固定資産合計 6,705,642 7,347,465

資産合計 17,975,648 17,493,167
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2022年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 804,324 680,926

短期借入金 47,000 －

１年内返済予定の長期借入金 670,988 635,988

未払法人税等 582,471 140,266

前受金 2,211,898 2,247,246

賞与引当金 － 102,265

株式給付引当金 73,522 54,915

その他 930,569 917,128

流動負債合計 5,320,775 4,778,736

固定負債   

長期借入金 2,324,388 1,847,397

長期預り保証金 2,111,760 2,067,912

繰延税金負債 542,228 547,913

株式給付引当金 73,430 96,622

固定負債合計 5,051,807 4,559,844

負債合計 10,372,582 9,338,581

純資産の部   

株主資本   

資本金 465,803 465,803

資本剰余金 365,757 365,757

利益剰余金 8,451,372 8,891,947

自己株式 △1,679,867 △1,568,921

株主資本合計 7,603,065 8,154,586

純資産合計 7,603,065 8,154,586

負債純資産合計 17,975,648 17,493,167
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年９月30日)

売上高 42,275,690 42,940,159

売上原価 37,241,624 37,644,331

売上総利益 5,034,066 5,295,827

販売費及び一般管理費 2,899,148 3,337,518

営業利益 2,134,917 1,958,309

営業外収益   

受取利息 658 540

受取手数料 2,050 5,992

受取保険金 7,727 －

雇用調整助成金 3,830 2,930

その他 5,535 4,031

営業外収益合計 19,801 13,494

営業外費用   

支払利息 7,073 5,723

その他 200 1,351

営業外費用合計 7,273 7,074

経常利益 2,147,445 1,964,729

特別利益   

固定資産売却益 3,378 －

特別利益合計 3,378 －

特別損失   

固定資産除却損 30,500 3,392

特別損失合計 30,500 3,392

税金等調整前四半期純利益 2,120,323 1,961,337

法人税、住民税及び事業税 689,296 554,352

法人税等調整額 1,170 78,352

法人税等合計 690,467 632,705

四半期純利益 1,429,855 1,328,632

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,429,855 1,328,632
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年９月30日)

四半期純利益 1,429,855 1,328,632

四半期包括利益 1,429,855 1,328,632

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,429,855 1,328,632
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【注記事項】

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、2017年３月１日より、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社

の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託(J-ESOP)」を導入しております。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）を適用しております。

① 取引の概要

　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式を給

付する仕組みです。

　当社は従業員に対して一定の条件によりポイントの付与及び受給権を取得し、当該ポイント付与日から３年経

過した日を権利確定日として当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式に

ついては、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

② 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額は前連結会計年度90,504千円、当第３四半期連結会計期間

61,107千円であります。

　また、当該株式の期末株式数は、前連結会計年度69,888株、当第３四半期連結会計期間47,187株、期中平均株

式数は、前第３四半期連結累計期間69,888株、当第３四半期連結累計期間67,288株であり、１株当たり情報の算

出上、控除する自己株式に含めております。

 

（新型コロナウイルス感染症の拡大の影響による会計上の見積り）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の拡大の影響による会計上の見

積り）に記載した仮定について重要な変更はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2022年１月１日
至 2022年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2023年１月１日
至 2023年９月30日）

減価償却費 88,302千円 100,224千円

のれんの償却額 7,678 7,678
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年２月24日

取締役会
普通株式 388,451 22.00 2021年12月31日 2022年３月28日 利益剰余金

2022年８月15日

取締役会
普通株式 424,503 24.00 2022年６月30日 2022年９月９日 利益剰余金

（注）１．2022年２月24日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として、

株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金1,537千円が含まれておりま

す。

２．2022年８月15日取締役会決議による１株当たり配当額には記念配当（創立20周年記念配当）１円50銭が

含まれております。

３．2022年８月15日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として、

株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金1,677千円が含まれておりま

す。

 

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２.株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年２月24日

取締役会
普通株式 425,241 24.00 2022年12月31日 2023年３月９日 利益剰余金

2023年８月７日

取締役会
普通株式 453,431 25.50 2023年６月30日 2023年９月８日 利益剰余金

（注）１．2023年２月24日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として、

株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金1,677千円が含まれておりま

す。

２．2023年２月24日取締役会決議による１株当たり配当額には記念配当（創立20周年記念配当）１円50銭が

含まれております。

３．2023年８月７日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として、

株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金1,782千円が含まれておりま

す。

 

（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２.株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、プロパティマネジメント事業及びその付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。

 

（収益認識関係）

　当社グループは、プロパティマネジメント事業及びその付随業務の単一セグメントであり、収益の大部分がプロ

パティマネジメント収入であるため、収益を分解した情報の重要性が乏しいことから記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年９月30日）

１株当たり四半期純利益 81円18銭 75円15銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,429,855 1,328,632

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
1,429,855 1,328,632

普通株式の期中平均株式数（株） 17,613,333 17,679,701

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

（注）１．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の算

定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株当たり四半期純利益の算定

上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計期間69,888株、当第３四半期連結累計期

間67,288株であります。

２．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。

当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。
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２【その他】

2023年８月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 453,431千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　25円50銭

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　2023年９月８日

（注）配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金

1,782千円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年11月13日

株式会社ＪＰＭＣ

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

　東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮　崎　　　哲　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 清　水　幸　樹　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＰＭ

Ｃの2023年１月１日から2023年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023年９月

30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＪＰＭＣ及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。
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・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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